
 

 

 

 

「とうほう脱炭素経営支援サービス」の取扱開始について 

 

東邦銀行（頭取 佐藤 稔）は、お客さまの脱炭素に関する取組みを促進するため、「とうほう脱炭素

経営支援サービス」の取扱いを開始しましたので、下記のとおりお知らせいたします。 

当行では、引続きお客さまのニーズに応じたサービスを提供し、お客さまの成長・発展、持続可能な

地域社会の実現に貢献してまいります。 

記 

１．目 的 

（１） 当行では、新長期経営計画「ＴＸ ＰＬＡＮ ２０３０」１０ＴＡＲＧＥＴＳの一つとして「脱

炭素促進支援」に取組んでおります。具体的には、「脱炭素コンサルティング」「サステナブルフ

ァイナンス」の両面から、お客さまの脱炭素経営を伴走支援し、企業価値向上や持続的発展に貢

献するとともに、福島県全体のカーボンニュートラル実現を牽引することを目指しております。 

（２） 今般、お客さまの脱炭素への取組みを促進するため、脱炭素経営に向けた基本ステップ「知る」 

「測る」「削減する」を当行が主体となって一気通貫でサービスを提供してまいります。 

 

２．「とうほう脱炭素経営支援サービス」概要 

対象のお客さま 法人のお客さま 

サービス内容 

●脱炭素経営の基本ステップ「知る」「測る」「削減する」を一気通貫で提供 

ステップ１ 

【知る】 
・脱炭素経営診断 

ヒアリングシートの入力結果に基

づき、診断レポートを発行。 

ステップ２ 

【測る】 

・CO2排出量可視化支援 

・CO2排出量削減計画策

定支援 

・脱炭素宣言支援 

可視化ツールを活用し、省エネ・

脱炭素に向けた課題の洗い出し、

削減計画を立案。脱炭素宣言書を

作成し当行ホームページに掲載。 

ステップ３ 

【削減する】 

・専門家相談支援 

・脱炭素伴走支援 

お客さまの意向を踏まえ、省エ

ネ・脱炭素に向けたソリューショ

ン提供会社を紹介。 

ステップ４ 

【継続する】 
上記ステップ 1～３の取組みを継続し、脱炭素経営を深化。 

 

サービス利用料 
初 年 度:２６４，０００円(税込) 
２年目以降:１１０，０００円(税込）※代行入力等の有料オプションサービスも別途用意 

外部連携先 東京海上脱炭素事業設立準備株式会社 

取扱開始日 ２０２５年３月３日（月） 

 

 

 

 

２０２５年３月３日 

東邦銀行グループでは、『サステナビリティ宣言』を制定し、グループ

全体で地域経済の活性化や社会的課題の解決に向けた取組みを通して 

“地域社会に貢献する会社へ”を目指しています。 



経営者の皆さまへ

取 引 条 件
への対応

人材獲得力
の強化

設備投資や運用方法改善等によりエネ
ルギー使用量が削減され、光熱費等を
抑えることができます。

脱炭素への対応がビジネス上の取引
条件となる可能性があります。また、企
業ブランドの向上につながります。

脱炭素という社会課題に取組むことで
従業員のやりがいを引き出し、優秀な
人材を獲得することにつながります。

気候変動対策（≒脱炭素）の視点を織り込んだ企業経営のことを言い、近年、脱炭素を自社の経営上の重要課題と捉え、脱炭素経営に取組む企業が拡大しています。

貴社も脱炭素宣言しませんか？

とうほう脱炭素経営支援サービス

詳細は裏面をご覧ください

【脱炭素経営】とは?

NEW!
４つのステップで貴社に寄り添ったご支援を

のご案内

光熱費・燃料費

削　　減

脱炭素経営はリスク軽減と成長のチャンス！
脱炭素対策は企業経営上の重要課題になりつつあります！

上がってきて… 厳しくなって… 難しくなって…

取引の
条件が
年々

光熱費・
燃料費の
負担が

優秀な
人材の
採用が



■よくあるご質問と本サービスのメリット

本サービスは当行が、東京海上脱炭素事業設立準備株式会社に業務委託を行い運営しているものです。＊本サービスの運営について

とうほう脱炭素経営支援サービス内容

脱炭素経営、どうやって取組めばいい？
A

Q
脱炭素経営で必要となる4つの取組み（ 知る! 測る! 削減する! 継続する! ）をワンストップでご提供します!

社内外に脱炭素の取組みをアピールしたい!
A

Q
脱炭素宣言書を当行のホームページに掲載しますので、社内外へ脱炭素の取組みのアピールができます!

気軽に相談できる相手がいない…
A

Q
省エネ、脱炭素のことなら何でもご相談できる「脱炭素コンシェルジュデスク（総合相談窓口）」を開設します!

脱炭素ソリューション提供会社をどうやって探せばいい?
A

Q
中立的な立ち位置で、ご希望に沿うソリューション提供会社を複数社ご紹介します! ご紹介後、商談に進んだ際のサポートも可能です。

上記ステップ1～3の取組みを毎年継続することで、脱炭素経営を深化させていきます。

❶脱炭素経営診断サービス
●❷排出量可視化支援サービス
❸排出量削減計画策定支援サービス
❹脱炭素宣言支援サービス

●❺専門家相談支援サービス
●❻脱炭素伴走支援サービス

脱炭素を 知る
ステップ１

CO₂を 測る
ステップ２

CO₂を 削減する
ステップ3

取組みを 継続するステップ4

脱炭素経営ヒアリングシートの入力
結果に基づき、診断レポートを発行
いたします。

CO₂排出量可視化ツールを活用し、省エネ・脱炭素に
向けた課題の洗い出し、削減計画の立案を行います。
また、脱炭素宣言書を作成し、当行のホームページに
掲載させていただきます。

脱炭素コンシェルジュデスクおよび専門家等
との打ち合わせを行います。その結果を踏
まえ、省エネ・脱炭素に向けたソリューション
提供会社を紹介いたします。

CO₂排出量可視化ツールで毎年計測！

脱炭素コンシェルジュデスクがお手伝い！CO₂排出量可視化ツールを活用！脱炭素経営診断でキックオフ！

詳細は、案内パンフレットをご覧ください。また、ご不明な点は、当行・営業担当者へお問い合わせください。
※本サービスは法人のお客さまを対象としています。
※本サービスの利用にあたっては、インターネットブラウザ環境やＥメール、携帯電話（ＳＭＳ）による２段階認証が可能であること、および、コンサルティングにあたり自社でＷｅｂ面談
環境を有する必要があります。
※本サービスは「とうほう脱炭素経営支援サービス」を有料でご提供するものです。
※本サービスの申込みにあたり、当行より脱炭素経営等の取組み状況が確認できる資料（会社案内等）のご用意をお願いする場合があります。 
※本サービスは申込者の脱炭素経営の取組みに対し、当行が保証または認証を提供するものではありません。
※本サービスで策定した「脱炭素宣言書」は、申込者の責任物として取り扱うものであり、当該宣言書に関連して生じた紛争・疑義に対して当行は一切の責任を負いません。
※本サービスの実施により、当行は申込者に対し将来の融資義務を負うものではありません。
※当行が本サービス提供に際し、第三者に委託を行う場合があります。その場合、当行に対して同意した事項が委託先にも適用されます。
※本サービスの2年目以降は自動継続となります。ただし払込は毎年行います。また、サービス利用期間中の中途解約はいたしかねます。

脱炭素コンシェルジュデスクの詳細はこちら＊〒960-8041　福島県福島市大町3-25
TEL 024-523-5875

［お問い合わせ］ 株式会社 東邦銀行　法人コンサルティング部

■基本プラン＊1

■オプションプラン

＊2ライトプランかレギュラープランのいずれかをご選択ください。ライトプランは、固定資産台帳のデータを元に入力代行を行うものです。レギュラープランは、設備台帳、仕様書
等のデータを元により精緻に入力代行を行うものです。

＊1脱炭素経営診断サービス、排出量可視化支援サービス、排出量削減計画策定支援サービス、脱炭素宣言支援サービス、専門家相談支援サービス、脱炭素伴走支援サービスの6
つのサービスが含まれています。
また、２拠点分のCO₂排出量可視化ツールの活用が本プランに含まれています。3拠点以上とするには、3拠点以上の拠点追加サービスへのご加入が必要となります。

サービス利用料 初年度・年額 264,000円（税込） 2年目以降・年額 110,000円（税込）

3拠点以上の拠点追加サービス 初年度・年額・1拠点あたり 33,000円（税込） 2年目以降・年額・1拠点あたり 33,000円（税込）

設備データ入力代行サービス・レギュラープラン＊2 年額・1拠点/1回あたり 275,000円（税込）
設備データ入力代行サービス・ライトプラン＊2 年額・1拠点/1回あたり 165,000円（税込）
電気使用量データ入力代行サービス 2年目以降・年額・1拠点あたり 66,000円（税込）初年度・年額・1拠点あたり 66,000円（税込）



経営者の皆様へ

脱炭素経営はリスク軽減と成長のチャンス！

とうほう脱炭素経営支援サービスの
ご案内

とうほう脱炭素経営支援サービスの活用の流れ

ステップ１｜脱炭素を知る

≫当行より案内い
たします。

とうほう脱炭素経営
支援サービスへの
お申込み

４つのステップで貴社に寄り添ったご支援を

脱炭素経営診断レポートの発行
≫お申込み時に案内させていただく「脱炭素経営ヒアリング
シート」への入力結果を踏まえ、貴社の脱炭素の取組みが一
覧できる「脱炭素経営診断レポート」を発行いたします。

本サービスは当行が、東京海上脱炭素事業設立準備株式会社に業務委託を行い運営しているものです。＊本サービスの運営について

脱炭素コンシェルジュデスクの詳細はこちら＊

脱炭素対策は企業経営上の重要課題になりつつあります！
〒960-8041　福島県福島市大町3-25
TEL 024-523-5875

［お問い合わせ］ 株式会社 東邦銀行　法人コンサルティング部

ご不明な点は、当行・営業担当者へお問い合わせください。
※本サービスは法人のお客さまを対象としています。
※本サービスの利用にあたっては、インターネットブラウザ環境やＥメール、携帯電話（ＳＭＳ）による２段階認証が可能であること、および、コンサルティングにあたり自社でＷｅｂ面談
環境を有する必要があります。
※本サービスは「とうほう脱炭素経営支援サービス」を有料でご提供するものです。
※本サービスの申込みにあたり、当行より脱炭素経営等の取組み状況が確認できる資料（会社案内等）のご用意をお願いする場合があります。 
※本サービスは申込者の脱炭素経営の取組みに対し、当行が保証または認証を提供するものではありません。
※本サービスで策定した「脱炭素宣言書」は、申込者の責任物として取り扱うものであり、当該宣言書に関連して生じた紛争・疑義に対して当行は一切の責任を負いません。
※本サービスの実施により、当行は申込者に対し将来の融資義務を負うものではありません。
※当行が本サービス提供に際し、第三者に委託を行う場合があります。その場合、当行に対して同意した事項が委託先にも適用されます。
※本サービスの2年目以降は自動継続となります。ただし払込は毎年行います。また、サービス利用期間中の中途解約はいたしかねます。

■基本プラン＊1

■オプションプラン

＊2ライトプランかレギュラープランのいずれかをご選択ください。ライトプランは、固定資産台帳のデータを元に入力代行を行うものです。レギュラープランは、設備台帳、仕様書
等のデータを元により精緻に入力代行を行うものです。

＊1脱炭素経営診断サービス、排出量可視化支援サービス、排出量削減計画策定支援サービス、脱炭素宣言支援サービス、専門家相談支援サービス、脱炭素伴走支援サービスの6
つのサービスが含まれています。
また、２拠点分のCO₂排出量可視化ツールの活用が本プランに含まれています。3拠点以上とするには、3拠点以上の拠点追加サービスへのご加入が必要となります。

サービス利用料 初年度・年額 264,000円（税込） 2年目以降・年額 110,000円（税込）

3拠点以上の拠点追加サービス 初年度・年額・1拠点あたり 33,000円（税込） 2年目以降・年額・1拠点あたり 33,000円（税込）

設備データ入力代行サービス・レギュラープラン＊2 年額・1拠点/1回あたり 275,000円（税込）
設備データ入力代行サービス・ライトプラン＊2 年額・1拠点/1回あたり 165,000円（税込）
電気使用量データ入力代行サービス 2年目以降・年額・1拠点あたり 66,000円（税込）初年度・年額・1拠点あたり 66,000円（税込）

ステップ1～3の年度単位での継続取組み

ステップ4｜取組みを継続する

ステップ3｜CO₂を削減するステップ2｜CO₂を測る

≫お申込み時に案内させていただく「脱炭素宣言入力シート」
への入力結果を踏まえ、「脱炭素宣言書」を発行し、当行の
ホームページに掲載いたします。

脱炭素宣言書の発行

≫脱炭素コンシェルジュデスク相談員がオンラインで、脱炭素
の取組み手法、会員専用マイページ利用方法等、幅広く相
談事を承ります。

脱炭素コンシェルジュデスク相談員との初回面談
≫専門家との具体的な相談を希望される場合、オンライン面
談を設定いたします。（なお、専門家面談は、2回目以降は追
加料金が発生します。）

専門家との初回面談

≫ソリューション提供会社との商談を希望される場合、商談を
設定いたします。また、商談中のお困りごとも、当デスクで
対応いたしますので安心して活用ください。

ソリューション提供会社との商談
≫「会員専用マイページ」上にリンクされている「CO₂排出量
可視化ツール」が活用できます。エネルギー＆設備データを
入力いただければ、投資判断レポートを提供いたします。

CO₂排出量可視化ツールの活用スタート

利用URL発行
≫お申込み手続き完了後に「会員専用マイページ」及び「CO₂
排出量可視化ツール」の利用URLをメールで案内いたし
ます。



脱炭素コンシェルジュデスク3つの機能 ご紹介できるソリューションメニュー（随時追加・変更の可能性があります。）

脱炭素の取組みはCO₂の排出量を測
ることから始まります。
中小企業の皆様が活用しやすいCO₂
排出量可視化ツールを提供させてい
ただく中、入力方法、活用方法等をア
ドバイスさせていただきます。

専門家との具体的な相談を希望され
る場合60分間ご相談を承ります。初
回の相談料は基本料金に含まれます。

ステップ3

ステップ２

ステップ１

ステップ4

●カーボンニュートラルの達成に向け、現状の事業活動のCO₂等排出量
の計測を行います。

●自社のエネルギー使用量を詳しく計測することで、CO₂等の削減に向け
ての具体的な取組みにつながります。

❷排出量可視化支援サービス

●入力されたデータをもとに、排出削減効果の見込める取組み施策を「投資
判断レポート」で提示いたします。

❸排出量削減計画策定支援サービス

脱炭素化に向け、CO₂排出量可視化ツールをご利用いただけます。

選ばれる理由―　当行のサービスなら、
脱炭素の取組みに必要な4つのステップを

ご相談はオンライン面談で実施します。なお、連絡先は本サービス申し込み後にご連絡いたします。お気軽にご活用ください。活用のポイント！

エネルギー使用量を
データ入力

燃料使用量や電力使用量の
実績から、Scope1,2の排出
量を計測・可視化

step 1
空調機器などの設備情報を

データ入力
使用中の空調、照明などの
設備ごとの仕様と稼働情報
を入力

step 2
自動で削減シミュレーション結果を

提示
排出削減施策と実施予定年
度から、カーボンニュートラ
ルへのロードマップを策定

step 3
脱炭素宣言書を
作成・掲載

step 4

CO₂排出量可視化削減計画の結果が投資判断レポートとして出力されますので、投資判断にご活用いただけます。
脱炭素宣言書は当行のホームページに掲載いたします。活用のポイント！

脱炭素経営診断ヒアリングシートに回答いただき、レポートでわかりやすく可視化いたします。活用のポイント！

CO₂等を測る
ツールでCO₂等排出量をシミュレーション！

●「脱炭素経営診断ヒアリングシート」へのご記入内容を踏
まえ、貴社の脱炭素経営の取組みを可視化すべく、「脱炭
素経営診断レポート」を作成いたします。

❶脱炭素経営診断サービス

●「脱炭素宣言入力シート」へのご記入内容を踏まえ、脱炭素の取組みの
具体化、また、対外的な発信につながる「脱炭素宣言書」を当行にて作成
支援いたします。

❹脱炭素宣言支援サービス

脱炭素を知る
経営診断レポートで取組みを可視化！

CO₂排出量可視化、
削減計画策定に
向けてのアドバイス

1

専門家との
オンライン面談の
設定

2

CO₂排出量可視化ツールの活用をベースに、毎年の上記ステップ1～3の
取組みを通じて、カーボンニュートラルの達成に向けた取組みを継続して
サポートいたします。

取組みを継続する 進捗を可視化して継続！

●脱炭素経営の実現に向けて、専門家とのオンライン面談を設定いたします。
　（60分間、2回目以降は追加料金が必要となります）

❺専門家相談支援サービス

●ご相談内容とご意向を踏まえ、カーボンニュートラルのためのソリュー
ション提供会社を紹介させていただきます。ご紹介できるソリューション
メニューは、下記をご覧ください。

❻脱炭素伴走支援サービス

脱炭素化に向けた取組みに関わる相談窓口として、「脱炭素コンシェルジュデ
スク」を開設し、以下のサービスを提供いたします。

CO₂を削減する
貴社にぴったりのサポートを提案！

脱炭素宣言書・雛型

脱炭素経営診断レポート・サンプル

ワンストップで提供!

ご希望やご予算などお気軽にご相談
ください。
ご希望に沿ったソリューション提供会
社とのマッチングを支援いたします。

中立的な立場で
ソリューション提供
会社の紹介

3

□脱炭素関連研修 等

カテゴリー ソリューションメニュー

コンサルティング・診断 □脱炭素化に向けたコンサルティング・診断

削
減

エネルギー
消費量の
削減
(省エネ)

運用改善 □既存設備等の運用改善による省エネ・脱炭素施策
　※エネルギーマネジメントシステム、空調機フィルター清掃 等

部分更新・
機能付加

□既存設備等の部分更新・機能付加による省エネ・脱炭素施策
　※照明制御機能追加、断熱強化 等

設備導入 □新規設備導入による省エネ・脱炭素施策
　※空調、照明（LED）、ボイラー、コンプレッサー 等

エネルギー自体の
低炭素化 □再生可能エネルギーの導入 等

利用エネルギーの転換 □電化（EV、電気加熱炉等）、蓄電池 等

融資・減税・補助金等 □脱炭素関連の融資、グリーンローン
□補助金、減税 等

開示・報告等 □CO₂等排出に係る開示・報告（CDP、SBT、TCFD）等
□カーボンフットプリント対応 等

体制構築 □脱炭素経営コンサルティング
□脱炭素人材の派遣 等

社員教育


